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かんぽ生命のビジネスモデル ①

－１－

○ かんぽ生命のビジネスモデルは、大正５年（１９１６年）創業の簡易生命保険の社会的使命を引き継ぎ、簡易・小口な

商品を、全国津々浦々の郵便局ネットワークを通じて、家庭市場中心にリテールのお客さまに提供するもの。

商品

チャネル

顧客

ビ
ジ
ネ
ス
モ
デ
ル

簡易・小口な商品

【限度額規制あり（原則１千万円まで）】

－貯蓄性の養老保険がメイン

－無診査、告知書扱

－（新契約の１件当たり）平均保険金額：約３００万円

かんぽ生命 （参考）他社生保

大型のパッケージ商品

【限度額規制なし】

－保障性の定期付終身保険がメイン

－有診査、医師扱

－平均保険金額：約１，０００万円(※)

（※）第三分野保険を除く

全国２万の郵便局ネットワークがメインチャネル
約２５万名の自社営業職員がメイン

チャネル

家庭市場が中心

－女性・中高年層に強み

（新契約の契約者の２／３が女性）

職域市場が中心

－男性・世帯主に強み



かんぽ生命のビジネスモデル ②

－２－

○ 民営分社化により、販売チャネルを担う日本郵便と分かれ、「製販分離」のビジネスモデルとされたことから、お客さま

ニーズに対応した商品をタイムリーに提供することが必要。家庭市場における実績を生かして、学資保険の改善等、既

存商品の見直しから着手する。

かんぽ生命 【審査・引受・支払】

郵便局ネットワーク
【保険商品の販売】

お客さま

養老保険
終身保険
学資保険

保険販売・保険金支払のスキーム

【かんぽ生命】

貯蓄性の養老保険がメイン

医療保障は特約のみ

死亡保障
中心

郵便局ネットワーク
【請求受付・保険金支払】

請求

書類
送付

通常払

即時払

提供する保険商品

医療保障
中心

【国内主要生保】

【外資系生保】

家庭市場における実績を生かして、学資保険の改善等、

既存商品の見直しから着手

募集



郵便局ネットワークとユニバーサルサービスの維持

－３－

○ 保有契約の減少が続けば、経費に充てられる保険料（付加保険料）の確保が困難となり、郵便局ネットワークとユニ

バーサルサービスの維持に支障が生じる恐れがある。

保険料収入（※）

8,400
億円

平成23年度は3,903万件の保有契約から、
約8,400億円の事業費相当分の保険料を
収受

郵便局ネットワークとユニバーサルサービスを
維持するためには、約6,000億円の経費が必要

・ 郵便局等への手数料支払 ： 約4,000億円
・ かんぽ生命における経費 ： 約2,000億円

平成23年度経費
約5,900億円

費差損

費差益
平成23年度
約2,500億円

損益分岐点 保有契約が3,000万件まで減少すると、経費相

当分の保険料は、約6,000億円に減少
6,000
億円

➊

➋

平成23年度実績（新契約212万件、消滅契約

477万件）が継続した場合、 保有契約は2,500
万件程度に縮小均衡の見込み（費差損が発生）

（新契約が約23％増加すれば（260万件）、保有契約は

3,000万件を維持）

➌

4,465万件

保有契約

4,847万件

4,168万件

3,000万件

1兆円

6,000
億円

（※）経費相当分（付加保険料）

5,277万件

平成
２１年度 （平成２３年度実績の契約減少が継続した場合）

3,903万件

平成
２０年度

平成
２２年度

平成
２３年度

平成
１９年度


